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日本の製造業における集積利益の計測水

藤井輝明

I は じ め に

都市を特徴づける最も基本的な性格は，人間の集住とその基慌にある生産活

動の集積である九生産活動の都市への集積を説明する諸要因のうち最も重要

なものは，集積利益 CAgglomerationEconomies) とよばれるものである。集

積利益は，生産活動の地域的集中によって，それらが分散している場合に比べ

て追加的に付け加えられる利益である。都市化の利益の指標としては，一人あ

売り所得，賃金率，あるいは，資本収益率等が，現実に観察が容易であり，人

間行動との関係も直接的であるが，これらの指標は地域内の経済構造の影響を

うけるから，都市化のfU益を独立に示すには，途中に諸媒介過程が必要である。

より直接的に表明するため， 生産関数を導入するアプローチがJ Kawashima， 

Segal， S司 法auskas等によって試みられている。しかし，これらの研究では，

特定産業の集積による利益と，全般的な都市化による利益との区別は必ずしも

明示的ではない。

本稿は，昭和5日年の日本の製造業を対象にして，集積利益を大規模経済・地

域特化経済・都市化経済に区別する見解に沿って，各集積剥益を地域別・産業

別データをもちいてクロエセクション型推計によって求めるものである。 E節

に集積利益を生産関数に表現する方法を示す。 m節に，上述の三つの集積利益

を区別して計測するときの，統計的問題を論ずる。 IV節に，集積利益を，①士見

事草稿作成にあたって，山田浩之先生1 野沢正徳品生の助言を受叶た。また，同僚との討論から

も示唆を得た内ここに記して感謝する。しかLありうべ言誤認は， ももろん竿者個人目責任であ

る。
1) 宮本， 38ベージ。
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模に関する収穫逓増として，②直接的代理変数をとって，③比率的代理変数を

とって，計測する我々のモデルを提示する。 V節でその結果を考察する。ここ

で比率的代理変数の有効性が明らかにされると共に，これを採用することの妥

当性が吟味きれる。 VI節で結論，及び今後どのような研究が必要とされるかを

述べる。

Il集積利益と規模に関する収穫逓増

集積利益は通話，次の三種に分けて考察されてきたの。

1 大声射実生産の経済 CLarge-scaleEconomies within a firm 以下，i:I'に

「大規模経済」という。〉。単一企業が生産規模を拡大することによって追加的

に得る利益である O これが消滅した時なお，企業に地域的集中へのイ γセ γテ

ィフ'がはたらくのは，次の上弓た外部経済が存在するからである。

2. 地域特化経済 (LocalizationEc側四nies)。単一産業が地域的に集中して立

地することによ b発生する利益である。

3. 都市化経済 (U，γbam:zationEconomies)。当該産業だけでなく，多様な経

済活動が地域内でおこなわれ，地域の総経済規模が増大することにより発生す

る利益である。

今，個々の企業については規模の経済がないとし，企業生産関数は，局所的

に規模に関してJ収穫不変であるとしよう。単純化のため，最適規模においては

企業ごとの生産性格差はないとすれば，外部経済が存在しないかぎり，地域生

産関数は企業数Nの比例関数であり，規模に関して収穫不変である。しかし，

企業外的な集積利益が存在する時には，複数企業が地域的に集積するとき規模

に関する収穫逓増が存在する。

地域的集積を n (上の仮定では単位は企業数であり， η~NJ，企業の単独生

2) Hoover. pp. 90-91. (邦訳， 82へ ジ〕。ここに， i地域特イヒム 「都市化」 とは，さしあたり
ば量的集積回慨走:である。ー産業の集中は地域的分業と，地域の経済規模の拡大は都市的環境へ
の変化と，それぞれ深いつながりをもっているが，本稿で「地域特化J.1都市化」という場合，
地域的分業や都市的環境《の変化を直接には指すものではない。
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産性(集積単位あたり付加価値〉を g，集積利益をAとおけば，地域の生産性

(地域内集積単位あたり付加価値)y(n)は

y(n) = Y(n)1η = (ng+A(n)) In = g+A(n)ln = g十α(n)

となる。より集積がすすむ時に，限界的集積利益が平均集積利益主上回れば

(dA(のIdn> A(n)ln >0)，平均集積利益 a(n)は増大し，地域の生産性は上

昇するc このとき，集計的生産関数は規模に関する収穫逓増をしめす。企業規

模に差のある時も，個別生産関数について規模に関する収穫不変が成立L，企

業問に固有の生産性の差がないときには nを連続量Eして同様に考えること

ができ，結論は全〈同じである。

企業聞に生産性格差がある場合，それが地域的集積とは独立であって，地域

内の企業構成が集積に関して漸近的に相等しくなるなら，地域内企業数，地域

数が共に十分大きいときには，結論士大きく変えるものではない。しかし，実

際には必ずしも十分な標本は得られないから，この点には留意しておく必要が

ある。地域的集積に由来しない企業生産性格差分布の地域的な偏りのために，

地域聞に生産性格差が生じる時，集計的分析ではこれと集積利益とを区別でき

ない。

ところで，実際には投入される生産要素は復数存在する。この場合，投入比

率の違いをどう考えるか，換言すれば，要素代替についてどのような仮定を置

くのかが問題になる。ここでの課題は集積の影響をみることにあるから，これ

については特に限定を置かずに. 般的な形で考えることにする。

通常，投入要素が資本Kと労働Lの二種からなる生産関数が想定されるが，

ここで地域的集積 n をふくむ地域生産関数を考えて，

Y = F(n; K，、L)

と表現する υ さらに，地域的集積 nが一次同次の生産関数 f(K，L) にヒッグ

ス中立的な効果を与えると考えると，

Y = g(n)f(K， L) 

となる。ここで dg(n)/dn> 0ならば，正の集積利益が存在することになる。
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III 地域特化経済と都市化経済

地属生産関数に g(n)を含まず，集積利益を規模に関する以穫逓増として計

測する方法ては，集積の経済は，投入要素の量に関するまと産技術上の特位とし

て係数に表現される。ここでは，集積利益の内容は区別されず，また，集積に

よフて発生する外部経済は，直接には計測されない。従って，集積利益の発生

原因を具体的要因に即して分析する場合はもとより，前述の三種類の集積利益

を区JJULて分析する場合にも，との方法を全面的に採用することはで雪ない。

どうしても，それぞれの要因について代理変数をもちいて説明する方訟をとら

なければならないのである。このとき，原理的に次のような制約がある。

第一に，標本の分割は地域別産業別までを限界とするのが普通であり，個々

の企業についてのデータは得られないことである。このため，大規模経済は基

本的には計測できないことになる。最適企業規模より過小であることで低位の

生産性をしめす企業から，過大であることで低位の生産性をしめす企業までが

集計されうるからである。近似的に，平均的企業規模が個別企業規模を代理し

うるのは，集計されたー標本内での企業規模の分散が小さし平均規模の標本

間の分散が大きい場合である。

第二に，地域特化経済と都而化経済の非独立性から派生する問題がある。最

初に指摘しておかなければならないのは，都市化経済を単独につ附加えて計測

しようとする時，生産関数は規模に関する収穫不変を仮定できないということ

である。 産業の生産規模り拡大による地域特化経済は，当該産業にとっては

内部経済にほかならない。したがって，集計的に企業規模の影響がないとの限

定の下でも，正の地域特化経済が存在すれば，産業別の集計的生産関数は(都

市化経済の影響を除いても〕規模に院する収穫逓増を示すのである。

Kawashimaは生産関数の一次同次を仮定して，要素価格を基礎的データと

して生産関数を推計しているヘ Sveikauskasも都市集積利益を考慮しない場

3) Kawashimaにあっては， ，，)全ての SMSAにおけるどの生産単位も，利潤を最大化する。ノ
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合の生産関数で同様の想定を置いているの。 しかし，集 計 的 生 産 関 数 に お い て

一次同次が前提できなければ，個別企業において完全競争下の均衡が成立し，

限界生産性 が 要 素 価 格 と一致する場合でも，オイラーの定理より，分配所得か

ら限界生産性を導くことはできない。

Segalは都市の全産業の集計的生産関数につい E規模に関する収穫逓増を検

討 し て いるが，都市人口規模を考慮に入れ，適当なダミ ←処理をおこなうなら

ば， クヲ丸内の都市間で，規模に関する収穫逓増は有意には観察きれないと

、!b)全ての生崖単位で同ーの技術が利用される。(0)生産開並立は 次向次 Eゐる。 /d)資本と

封働の二つの投入要素が存在する。 !e)製品市場および投入要素市場はどの SMSAにおいても

完全に競争的である.J(p. 158) との仮定がおかれている。 ここから〈付加価値一現金給与総

額〉を(資本収益率×資本ストック〕とした。 (rK=V-wL ここに， 川ま資本収益率，Kは

資本ストック，Vは付加価値札叫ま賃金水準，Lは雇用者数であるJ 次に rK/Lと V/L0) 

聞の考えうる関係のなかから，回爆の回帰係数の高さを基準として，

V!L ~ aC，K!L) + b 

"特定化を選択した。ここから生産関数
V=ck出 Ll/"十 bL

が導出される。都市集詰利益はこの冊数bを通して反映されると考えU

V!L ~ a('K!L) + b ~ a(γK/L) + d + A(POP) 
とおいた。ことで ACPOP)について人口。一次式および三次式を想定して，推計している。

4) Sveikauskas は CES 関数 VI工~ g(dCK/L)-' + (lーの〕士におけおヒックス仲中立的生直

gが集積によって変化する度合いを見ょうとしたが，共根性を考慮して，直接推計する方法をし

りそ'H'，以下の手順で検討した。 C回関数では，競争的均衡を伝定すれば，VILはgと資本装

備度 K/Lの同教となるから，K/Lが都市化にどって上昇する度合いが十分に大雪〈なければ，

都市化によ Q VjLの上昇は g<o変化によるもりと見なりれば必らない。そ乙でま r，
log(V/L)，=a+blog POpj十clOg Educ，+dDe十eDmw十fDw

の回帝式で一人〈たり所得 V/L白人口 POPに関する弾力性を産業ごとにもとめた。(ここに，

Educは25歳以上を対象にした教育年数の中位数，De， Dmw. Dwは地域ダミーである。添字 z

は a 都市の変数であることを示す.)柑~~'十された b をみたす瓦IL の人口に関する上昇率と g O)
人刊に関する土昇率の対応を， s= l/(l+のがO.5~O.9の場合について， γ ミュレートした。 g

が変化しないとした時の K/L0)上昇率はきわめて大きかった。つぎにj 実際に K/Lがどれだ

け上昇しているかを詞ベた。 cεs関数では.K!Lの t丹の度合いほj

CK/L). ~ I w. ¥ 

一一となるから，K/Lの上昇率を調べるには，賃金事切の上昇率を調べればよい。回帰式

logw = a + blogPop + clogEduc +dDe + fDm初 +gDw
のbから.w白人口に関する弾力性を得て，そこからもとめられる KILを，先の結果(gの変

化がないと仮定した場合0)KILの上昇率〉と比厳したところ，十分な上昇とは言えないもので

あったn
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う結果を示した5)。

Moomaw 1983 に示される推計式を書き直せば，

pQ/ H = pg(n)R-'(RK/ H)'，NP H/  H)ぺH/N)山十1

となるべ ιιに，Qは生産量，Rは資本収益率，Kは資本量，Hは生産労働

時間，NPIIは不生産労働時間，Nは事業所数であり， β，ω， Tは，それぞれ

K， NPH， H にかかる係数である。ここでは，g(n) にあらわされない要因に

よる収穫逓増が，事業所規模 H/Nにかかるパラメーターに反映されることに

なる。

規模に関する収穫逓増を予期した場合でも，地域特化(代理変数〕と都市化

〈代理変数〕が完全に独立である場合をのぞき，都市化の代理変数は地域特化

の影響もあわせて説明することになる。モこで，地域特化と区別される都市化

の経済を計測しようとするかぎり，説明変数には地域特化の代理変数と都市化

の代理変数の両方を含める必要がある。このとき，代理変数の妥当性と代理変

数聞の独立性が吟味されなければならない。

一産業の集積を企業設備，あるいは従業員数のような単位であらわすと，地

5) Segalは都市生産関数を

Q， = A5'C!KtL，Pゐq'k

と想定したm ここに， Qは実産出たいし付加価値，sは都市規模に闘す6ダミー Cほ都市属也
のベクトル，Kは資本ストック，Lは雇用者数，qは昔f曲に質を表わす。添字 zは都市zの変数
であることを示すu 推計の際には都市町産業指向佐としてj とくに鉱産業の比平 CMININC)

色都市の産業および管理由中心地として，公共管理由門 卸d、売部門の雇用者の比率 (Rs.司

GION)を，昔働の質として，女子比率 (FEMPC7ウ，教育 (EDUCATION)を説明変数にとっ

て推計した。都市規模ダミー (SIZE)は，境界を190万人から300万人までとって試したところ，
200万人をとった時，故も有効であった。 qに FEMPCT.EDUCATIONをとって

In Q/L ~ n + blnSIZE+ c1nREGION 十 dlnMINING+ eln(K/L) + flnL 
+ gln(D堵FEMPCT)+ h ln(L明EDUCATION)

と推計した場合，規模に閲する係数fの推，t値は 0，007，推計値町標準偏差は0.047で，規模は有
意な変数とは認められなmった。

6) 元白式は，
LPRODB ~ K + sLCI十ωLNPWI+ (s十ω+7ー1)LSIZs.

こζ に，Kは定数項をまとめたものI LI'RODBは生産労働時間あたり付加価値の，LCIは生産

労働時間あたり(付加画値調整済給与総額〉の，LNPWIは生産労働時間当たり不生産苦働時
間OJ，LSIZEは事業所当たり生産労働時間0，それぞれ対数をとったものである。 (Moornaw
1983， p. 530，) 
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域的集積を考慮しない生産関数 f(・〉の変数と区別できないから，地域特化の

代理変数には生産要素以外の変数をとらなければならない。当該産業の事業所

数，あるいは相対生産水準等が考えられよう。

都市化の代理変数には，通常，人口があてられている。地戚の人口それ白体

は，生産活動に与える影響は一般に小さいと考えられる O 都市化は諸企業・諸

産業の集積を基礎とする複合的な現象であり，本来，単一の変数で表わきれる

ものではないω 人口を都市化の代理変数左するのは，人口の増犬が，都市化の

他の諸特徴と強い相闘を待ち，それらを総合的に代理し得ると判断するからで

ある。

これに対し， Carlino は， r集積利益は規模と集中に関連した外部経済に依

存するが， ζ のm肢は必ずしも人口規模ではない。」というわ。消費者集積利益，

社会的集積利益とは異なり， r産業集積利益は生産要素あるいは生産過程の利

用の不可分性に大きく依存する」のであって，規模に関する収穫逓増は，平均

的事業所規模〔大規模経済)，平均的産業規模(地域特化経済)，総関連企業数

(都市化経済)と関係がある，と考えるのであるヘ推計式では，人口は都市

化不経済の代理変数とされ，事業所あたり従業者数〔大規模経済)， 当該産業

における地域内生産額の全国生産額にしめる割合(地域特化経済)，総事業所

数〔都市化経済)とともに，収穫逓増を説明しているω。

こうした批判に対しτ，Moomaw 1983は，人口は純集積利益〈集積利益マ

イナス集積不利益〕の代理変数たりうると考えた10)。そLて，集積利益を決定

7) Carlino. p. 365 

8) loc. cit. 
9) Carlinoは修正 CES関数による規模に関する係数を地域別に時系列デ タによって求めた桂，

その推計値をまず人口の2次式に回帰させた。結果は良好でなく，ここから，人ロは産業集積利

益の代理変数として不適当であるとした。次に，上述の 4つり代理変主主への回帰を試みたDであ

る。こうした二段骨の手続きをおこなったのは， グ戸スセク γ ョン分析では技情伝播白地域的時

間差の膨響が大きいと考えたからである。 Carli曲目方法に対しI Moomaw 1983は，時系列デ

ータをもちいて規模に関する冊数を推計する時，ヒックス中立的生産性が推計作業において制約

きれない以上，この方法ηE当性は明白ではないとしている。

10) Moomaw 1983， p. 525 
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すると考えられる種々の要因一一事業所当たり産業サ}ピス業事業所数(都市

化経節，人口当たり製造業従業者数〔同).当該産業総生産労働時間〔地域特

化経済). 平方マイノレ当たり道路支出(公共的インフヲストラクチャー).中

心都市の人口密度(混雑).教育年数B年以上人口比率(労働力特性).州にお

ける労働権法の有無(同〕一一の影響を除いた後もなお，人口が集積利益の説

明に有意に貢献し得るかどうかを調べて，人口の代理変数としての妥当性を検

討し上う色した。

しかし，この議論では，吟味する内容が，人口規模の，都市集積の代理変数

としての妥当性なのか，ある種の集積利益の代理変数としての妥当性なのか，

不明確であると言わなければならない。都市化の代理変数としての妥当性は，

Moomaw 1983にもあげられているような都市化の諸側面をあらわす識変数と

の相関によって論じられるべきである。また， Carlino が集積利益を原因別に

分けようとしたことは評価できるが，集積利益をあらわすとされる規模に関す

る収穫逓増を，種々の「集積利益」に回帰きせようとするのは，方法上問題で

ある。

実際には，各変数は「集積利益」ではなく，集積の種類，諸特質をあらわし

ているが，このとき，総事業所数と人口という，都市化を代理する二つの変数

が同時に含まれていることが問題である。都市化の代理変数としτ妥当であれ

ばあるほど，珂者の聞には強い正の相関があるはずである川。 ζ のとき，説明

変数聞の近似的な共線住により，係数の推計値は不安定になるとともに，主い

に強い負の相関をもつことになるυCarlino にあって，人口にかかる係数が負

となっている山のは，この理由による可能性がある。

この説明変数聞の独立性の問題は，地域特化と都市化の区別の際にも考慮き

れなければならない。ー産業の集積は，それ自身が都市化の一環であるととも

に，他産業の集積と因果的な関係をもっと考えられる。因果関係が強ければ，

11) 主主々のラ タにあっては，人口の対数 1，.POPと総事業所教の対数 lnNALLの相関係数は，
0.98であった。

12) Carlino， p. 370. 
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地域特化，都市化，それぞれの代理変数聞の相関はどうしても高くならざるを

えない。そのような産業じあっ℃は，推計された係数値の採用には留保が必要

であるo

IV 計測方法とデータ

最初に我々の方法の特徴をあげれば，以下の通りである。

(1)地域生産関数を想定し，そのヒッグス中立的生産性が各種の集積によっ

てどう変化するかを調べて，集積利益を計測したo (2) 生産関数の一次同次と

完全競争均衡を前提する要素価格を用いる方法ではなく，直接，資本只トック

量を説明変数に加えた。 (3) 説明変数問の独立性に留意した。このため， (，) 

地域特化経済，都市化J経済を計測する時には，規模に関する収穫逓増を表わす

変数は除いた;(b) 地域特化および都市化の代理変数に，量的集積を表わすも

のの他に，より独立性の強い比率的な変数をとって，結果を比較した。

計測に用いたデータは，昭和50年の日本の製造業(産業中分類)についての，

都道府県別データである(標本数は原則的に47)13)。従業員規模20人以上事業

所数 N，同従業者数，同有形固定資産Kは， I工業統計表 産業編」からとっ

た。人口 POPおよび人口集中地区人口 POPDIDは， I国勢調査報告」によ

る。労働時間単位Lは I毎月勤労統計」による都道府県別従業員犯人以上規

模事業所常用労働者月平均労働時間に先の従業者数を乗じたものである。

以下の方法で，規模に関する収穫逓増，地域特化経済，都市化経済，および

(平均的企業規模に表わされる限りでの)大規模経済の係数を，単純最小一乗

法でもとめた。

13).14) 都道府県は地域的集積の統合の単位としては最上のもの芭はないが，資本ストック白デ
タを得るため，都道府県別データをとらざるをえなかった。従来の，アメリカ合衆国世対象にし
た研究では，地域単位として，標準大都市統計圏 (SMSA:Standard Metropolitan 白紙istical

Areas)をと勺ている。山田・徳岡 (p.199.)に示されるように，そ白固セにあたっては，中心
都市人口，大都市的属性!地域的統合の三つの基準が適用される。これにより，非都市的地域ほ
分析から除かれることになるが，集積の枕古単位としての地域の画定とし、ぅ点で有効なものとな
る。
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[1] まず，すべての集積要因をこみにして観測される，規模に関する収穫

逓増の有無をしらべた。規模に関する同次係数を含む修正されたコプ=ダグラ

ブ、型生産関数を想定し，

Y = F(n; K， L) = A(K"U-.つ)， = A瓦ω'L'句1 心

とお〈。 ζ こに，rは規模に関する同次係数である。変形して，

Y/L = A(K/L)"'U-' 

となる。これを対数変換して，回帰式

ln(Y/L) = a + b ln(K/L)十 cInL 

を推計した。

[2) m節に述べたように，われわれのデータでは，標本が個別企業の規模

を代表しうることには，疑問がある。このため，企業規模の差による生産性格

差の地域的な分布の偏りは， 卜分には著しくないと考え，これを無視して，集

計的生産関数に大規模経済を考慮しないことにしよう。集積利益を含まない生

産関数に，一次同次のヨブ=ダグラ旦型生産関数を想定1..-，地域生産関数を

Y = g(n)K'U-' 

とお<0ここに， g(めは， ヒッ F月中立的生産性が，地域特化および都市化

の経済によって変化することをあらわしている。これを g('の=AN'POP'と特

定化し，上式に代入して，変形すれば，

Y/L = A(K/L)"N'POP' 

となる。対数変換して，回帰式

ln(Y/L) =α+ bln(K/L) + clnN+ dlnPOP 

をf{tii十L，i;こo

[3) 集計的データからもとめる平均規模が，個別企業の規模を十分に代表

Lているとすれば，大規模経済を推計することが可能である of(K， L)に[1)

左同様の規模に関する係数 rを含むコプニダグラ λ 型生産関数を想定して，平

均的牛産性を，

Y/N = g(n) 【 (K/N) '(L/め l-~JT
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とおく。 g(n) については.[2]と同様とし，代入して変形すれば，

Y/L = A(K/L)ぺL/NJ'-'N'POP'

となる。対数変殺して，回帰式

く457) 77 

ln(YjL) = a + b ln(K/L)十 cln(L/N)十 dln N + e ln POP 

を推計した。

C 4 J 地域特化，すなわちー産業の生産活動の拡大と，都市化，すなわち地

域全体の生産活動水準の拡大とが強い因果関係をもっとき，両者の代理変数ほ

強い相関をもっ可能性が大きい。また，地域の固定が実際の都市集積の単位と

大きく異なるときには，地域特化宇都市化の度合いの差が相殺され，産業構造

がより均一的にあらわれる。このときは，すべての産業について，地域特化は

都市化にたいして比例的になる傾向を帯びる。都道府県別データでは，この理

由によって，地域特化の代理変数と都市化の代理変数の間の相関がいっそう強

くなるおそれがある凶。

こうした問題を避けるため，つぎのような比率を取って地域特化，都市化を

あらわすことにした。当該 z地減，当該j産業の事業所数 N;jを，当該 z地域

の全事業所数 NALLι で除したものを分子に，全国の当該 j産業の事業所数

EN/j を全事業所数 ~NALL， で除したものを分母にとる。これを事業所数で

あらわした「地域特化係数J(LQC) と呼ぶことにする。

NdNALL， 
LOC;; =市芋栄ヰ与も

"L.N，j"L.NALL; 

同様に，地域総人口 POP，あたり人口集中地区人口 POPDID;を，全国の

それで除したものを r都市化係数J

TT _ POPDIDjPOP， 
にJ，-~POPDIDj~POP. 

とする。

「地域特化係数」および「都市化係数」を，それぞれ地域特化，都市化の代

理変数として置いて，がめ =LOC'U"と想定する。[2Jと同様にして，
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YjL = A(KjL)"LOC'U" 

対数変換して，回帰式

10(YjL) =α+ b 10 (Kj L) + c 10 LOC + d 10 U 

を推計した。

〔邑) g('のについてC4)と同じく特定化L C 3)と同様に平均事業所規模

を説明変数に加えたものである。推計された回帰式は，

In( YjL) = α十 b10(KjL)十 cln(LjN)十 dloLOC+eln U 

である o

V 推計結果と考察

結果の一覧は第 1表に示しである。 c)内に示す番号はN節の特定化の番号

に対応する。当該産業事業所数Nと人口 POPとの共線性をチェッグするため，

10N と loPOP の相関係数 RN• 四p を各産業について示しである。説明変数相

主の他のくみあわせの相関係数は，絶対値で 0.01ないし 0.69(0.60をこえるも

のは 7例)であった。

まず， 規模に関する収穫逓増の存在を見てみよう。(式番号c1))。規模に

関する同次係数 Tから lを引いた値をしめす，L (対数〉にかかる係数につい

て， 5%有意水準で正の値をとるものは，産業中分類20産業中の口産業であり，

推計された係数から導かれる yの値は， l .ü7~1.24 であった。 10忽有意水準で

正の値をとるも白が他に i産業 (r=1.12)あった。食料品では負を不したが，

あまり有意とは言えないものであった。残りの 7産業では， rは， 1.02ないし

1.12であった。製造業全体士対象に推計した結果ほ，

In(YjL) = -4.51 +O.14InL十0.4210 (Kj L) 
(4.27) (5.96) 

R'ニ 0.61

(括弧内は t値〉

となった。 loLにかかる係数の有意水準は 1%以下である。tJ.上の結果から，

全体として，規模に関する収穫遺増が宣阻的であったE言える。

次に集積利益を区別して考える場合である。我々の用いたデータでは，地域
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第 1衰推計結果 (括弧内は. t値〉

番号 L K(L L/刊 N POP LOC u R宜 RN• pop 串本;数

18~19 1主料品製造業 0.86 47 

(1Jー0.02 0.67端 0.63 
(0.98) (8.51) 

(2) 0.50申 -0.31中 0.35* 0.72 
(6.23) (3.67) (3.75) 

(3) 0.49本 0.06 -0.31牢 0.34* 0.72 
(5.70) (0.31) (3.65) (3.57) 

(4) 0.56キ -0.23串 0.08 0.71 
(7.36) く3.01) (1.00) 

(5) 0.53市 0.13 -0.25申 0.05 0.71 
(6.36) (乱65) (3.05) (0.51) 

20 繊維工業 0.38 47 

c1l 0.24* 0.22+ 0.51 
(5.75) (1.84) 

(2) 0.23地 0.24* 0.09* 0.65 
(2.29) (6.54) (1.74) 

(3) 0.28* -0.21+ 0.23本 0.07 0.67 
(2.73) (1.74) (6.25) (1.34) 

(4) 0.14 0.24キ 0.51キ 0.55
(1.15) (5.41) (4.53) 

(5) 0.21 一0.23 0.23* 0.43* 0.58 
(1.68) (1.67) (5.11) (3.58) 

21 衣服，その他の繊維製品製造業 0.45 47 

(1) 0.08 0.75* 
(1.67) (7.13) 

0.56 

(2) 0.60* 0.06 0.12キ 0.61 
(5.14) (1.08) (2.08) 

(3) 0.58* -0.42* 0.04 0.15申 0.66 
(4.24) (2.34) (0.75) (2.58) 

(4) 0.56* 0.12本 0.48串 0.68
(5.33) (2.28) (4.49) 

[5) 0.53ホー0.22 0.11-1' 0.45申 0.69
(4.88) (1.29) (1.93) (4.11) 

22 木材，木製品製造業〔家具を除く〉 0.52 47 

じ1l 〈0Z05〕 O 42本
0.44 

(5.88) 
(Z) 0.36端 0.09申 0.16事 0.63 

(5.96) (2.67) (4.75) 
[3) 0.36キ -0.02 -0.09申 0.17申 0.64 

(5.89) (0.24) (2.65) (4.68) 

(4J 0.35市 -0.09キ 0.10 0.59 
(5.38) (2.20) (1.31) 

(5) 0.35申←0.03 -0.09* 0.10 0.59 
(5.38) (0.32) (2.18) (1.35) 
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第 E妻推計結果(続き〕

番号 L K/L L/N N POP LOC U R2 RN. POP 標本数

23 家具，装備品製造業 0.61 47 

C1J 0.06 0.31ホ

(160) (2.95) 
0.30 

(2) 0.31* 0.01 0.14* 0.36 
(314) (0.30) (2.33) 

(3) 0.29本 0.23+ -0目01 0.14申 0.41 
(2.96) (1.84) (0.33) (2.35) 

(4) 0.28* 〈0z0 O26*037 
(2.78) ヨ) (2.69) 

(5) 2.25市 0.26* 一〈0Z04〕 027*045 
(2.53) (2.18) (2.92) 

24 パルプ，紙，紙加工品製造業 0.78 47 

(1) 0.14* 0.16+ 0.28 
(3.03) (1.94) 

(2) 0.23* 0.03 0.15 0.28 
(2.80) (0.40) (1.54) 

(3) 0.08 0.30+ 0.06 0.15 0.34 
(0.72) (1.91) (0.79) (1.50) 

(4) 0.26* 0.04 0.35* 0.29 
(3.17) (0.53) (2.97) 

(5) 0.08 0.36* 0.08 0.41申 0.37
(0.76) (2.32) (1口3) (3.53) 

25 出版，印刷，同関連産業 0.92 47 

[1J 0.14* 0.30事 0.60 
く5.25) (4.46) 

(2) 0.3リ市 0.10 0.06 0.52 
(4.14) (1.36) (0.61) 

l3J 0.30地 0.46* 0.04 0.10 0.64 
(4.52) (3.05) (0.61) (1.02) 

l4J 0.27市 0.07 0.33* 0.55 
(3.58) (0.79) (3.36) 

l5J 0.28* 0.46* 0.02 0.27* 0.63 
(4.02) (3.02) (0.25) (2.92) 

2~ 化学工業 0.76 45 

C1J 0.10申 0.29* 0.30 
(2.15) (2.44) 

(2J 0.26* 0.14+ 0.13 0.42 
(2.44) (1.77) (0.98) 

(3) 0.33申 -0.21申 0.20榊 0.05 0.28 
(3.07) (2.11) (2.43) (0.36) 

C4J 0.32* 0.15卜 0.341

- 0.38 
(2.91) (1.80) (2.00) 

(5) 0.37キー0.21+ 0.21* 0.28+ 0.43 
(3.41) (2.00) (2.40) (1.70) 
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第 1表推計結果(続き〕

番号 L K(L L(N N PUP LOC U R~ R N• POF' 標本型

27 右油製品，右炭製品製造業 0.57 18 

(!) 0.05 0.20 0.19 
(0.33) (1.20) 

[2l 0.16 0.25 ー0.24 0.25 
く1.14) (0.95) (1.02) 

[3l 0.21 0.09 0.28 -0.30 0.26 
(1.16) (0.42) (0.99) (1.07) 

[4l 0.11 0.38 -0.02 0.34 
(0.80) (1.76) く0.05)

[5l 0.17 一0.14 0.43+ -0.14 0.36 
(1.04) (0.72) (1.89) (0.38) 

28 ゴム製品製造業 0.77 39 

(1) 0.12ヰ 0.40キ 0.69 
(2.95) (5.28) 

[2l 0.47キ 0，08 0.01 0.64 
(6.23) (L03) (0.13) 

[3l 0.39痢 0.18申 0.10 0.02 0.70 
(5.07) (2.54) く1.29) (0.17) 

[4l 0.46キ 0.07 0.34附 0.69
(6.78) (1.00) (2.78) 

[5l 0.39* 0.17キ 0.07 0.31* 0.74 
(5.58) (2.47) (1.11) (2.69) 

29 なめしがわ，同製品，毛皮製造業 0.54 33 

(1) 0.05 0.48ホ 0.69 
(0.86) (6.75) 

[2l 0.48キ 0.06 -0.01 0.70 
(7.01) (1.02) (0.14) 

[3l 0.48ぉ -0.02 0.05 -0.01 0.70 
(6.55) (0.21) (0.88) (0.12) 

[4l 0.44キ 0.06 0.25端。73
(6.80) (1.13) (2.10) 

[5l 0.44* 
σZ 04〉

。.06 0.25+ 0.73 
(6.22) (1.07) (2.01) 

30 窯業，土石製品製造業 。ー75 47 

(1) 0.08キ 0.44* 0.58 
(2.29) (7.28) 

[2l 0.43* (Oz U6〉 0.12+ 0.60 
(6.93) (1.79) 

[3l 0.39* 0.21 0.05 0.12+ 0.62 
(5.96) (1.50) (且69) (1.84) 

[4l 0.42* 0.19 0.22ヰ 0.60
(6.85) (0.27) (2.42) 

[5l 0.38キ 0.26+ -0.06 0.12 O.6:J 
(5.88) (1.84) (0.75) (1.13) 
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第 1表推計結果〈続き〉

番号 L KjL LjN N POP LOC U R2 RN.回 p 標本数

31 鉄鋼業 0.85 42 

[1] 0.03 0.30キ 0.33 
(0.79) (3.61) 

(2) 0.32事 0.01 0.03 0.33 
(4.00) (0.08) (0.19) 

(3) 0.27本 0.09 -2 0.03 0.34 
(2.72) (0.88) (0.01) (0.22) 

(4) 0.31串 -0.03 0.24 0.37 
(4.14) (0.38) (1.62) 

(5) 0.26本 0.09 0.05 0.23 0.38 
く2.78) (0:89) (0.60) (1.59) 

32 非鉄金属製造業 0.82 32 

[1] 。.12+ 0.26+ 0.24 
(1.86) (1.92) 

(2) 0.33宇 0.17 -0.16 0.19 
く2.38) (1.26) (0.84) 

(3) 0.21 0.22+ 0.17 一位15 0.28 
(1.39) (1.84) く1.37) (0.82) 

(4) 0.32キ 0.16 0.03 0.20 
(2.34) (1.26) (0.14) 

〔白 0.19 0.23 0.18 0.03 0.29 
(1.33) (0.92) (1.51) (0.14) 

33 金属製品製造業 0.89 47 

[1] 0.11事 0.35* 0.36 
(3.03) (2.04) 

〔幻 0.45キ -0.01 0.21+ 0.39 
(2.71) (0.13) (1.70) 

(3) 0;35申 0.42+ -0.07 0.31事 0.43 
(2.03) (1.70) (0.84) (2:33) 

(4) 0.46* 0口3 0.34* 0.40 
(2.71) (0.35) (3.12) 

(5) 0.43ヰ 0.16 0.01 0.35* 0.40 
(2.34) (0.68) (0.12) (3.17) 

34 一般機被器具製造業 0.8日 45 

c1l 0.11申 0.39* 0.52 
(3.24) (2.92) 

(2) 0.48* 0.07 0.03 0.49 
(3.28) (1.16) .(0.38) 

(3) 0.38宇 0.39キ 0.04 0.06 0.5B 
(2.76) (2.92) (0.72) (0.75) 

〔心 0.45申 0.08 0.2C補 0.49
(2.46) (1.22) (2.14) 

(5) 0.36* 0.43'ド 0.03 0.23市 0.60
(2.56) (3.28) (0.44) (2m) 
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第 1表推計結果(続き〕

番号 L K/L L/N N POP LOC U R' Rκ POP 標本数

35 電気機械器具製造業 0，67 45 

(1) 0，12* 0，76キ 0，56 
(3，10) (5，26) 

(2) 0，78端 0.08 0，09 0.55 
(5.33) (1.46) (1.02) 

(3) 0.69キ 0.25 0.08 0.07 0.57 
(4，45) (1.40) (1.47) (0.72) 

(4) 0.76* 0.12端 0.28キ 0.55
(5.11) (2.19) (2.09) 

(5) 0.67* 0.28 0.11申 0.25* 0.58 
(4.19) (1.63) (2.06) (1.87) 

36 輸送用機械器具製造業 0.79 47 

(n 0.11本 0.17 
(2，80) (1.35) 

0.25 

(2) 0.23+ 0.151- -0.-04 0.23 
(1.80) (1.74) (0.24) 

(3) 0.14 0，15 0.11 -0.03 0.25 
(1.02) (1.05) (1.25) (0.22) 

(4コ 0.21+ 0.16キ 0.35申 0.29
(1.74) (2.14) (2.15) 

(5) 0.17 0，08 0.14 0.32+ 0.30 
(1.22) (0.53) (1.64) (1.81) 

37 精密機械器具製造業 0.47 34 

(1J 0.15キ 0口9 0.39 
(3.83) (0.63) 

(2) 0.12 0.15ヰ 0.18 0.39 
(0.83) (2.31) (1.58) 

(3) 0.10 0，33舟 0.10 0.18 0.46 
(0，71) (1，95) (1.50) (1.68) 

(4) 0.07 0.15キ 。‘61* 0.47 
(0.54) (2.97) (3.80) 

(5) 0.07 0.28+ 0.12'" 0.37* 0.49 
(0.54) (1.73) (1.90) (2.26) 

39 その他の製造業 0.83 34 

(JJ 0.10本 0.36キ 0，65 
(2，98) (3，96) 

(2) 0.33キ 0.2伊 -0.時十 0.68 
(3.70) (3.20) (1.81) 

(3) 0，34申 0，07 0.21申ー0.161 0.68 
(6.56) (0，34) (2.99) (1.79) 

(4) 0.27* 0.20十 0.21キ 0.73
(3.16) (3.49) (2.56) 

(5) 0.28* -0.04 0.21事 0.21寧 0.73
(3.04) (0.22) (3.14) (2.49) 

。28〉〉 鉄z鋼はは業103に南6水つ落準いちてで零は有を意あ異，ら常わキ値はす.25個%水を除準いでて有意あでる.あることをあらわす.
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肉の企業規模の分布を知ることができない。また，企業数Nが 1の時，公表さ

れた統計では地域の計数値は欠損値となる。これは，大規模経済の計測にとっ

てより有効な標本を除去することになり，残りのデータは大規模経済の計測と

いう目的からは，いわば残rrである。こうした理由から，大規模経済は集計値

には影響しないとの仮定にもとづいた特定化(2J主主に用いることにしよう。

N とPOPの相関の高い産業では，近似的な共線性が係数推計値を不安定に

していると考えられる。 RN.同，>0.8を示す産業を見ると，食事i品，非鉄金属，

その他の製造業では，同変数にかかる係数は呉符号て，その絶対値がきわめて

大きく推計されている。他の 4産業では，係数の信頼性が低くなっている。

これらを除03産業について，結果セ要約する。地域特化の代理変数N(対

数〉にかかる係数(生産性の地域特化弾性{直o) は， 12産業で正であった。そ

のうち，有意水準 5%で正のものが 2産業〈繊維，精平有機器 ;ò=0.15~0.24) ， 

有意水準10.9百で玉のものが 2産業(化学，輸送機器 ;0=0.14~0.15) あった。

1産業〈木材・木製品 ;0=-0.09)は，有意水準 5%で負であった。

都市化の代理変数 POP(対数)にかかる係数(生産性の都市化弾性値 e)

は1日産業で正であった。そのうち，有志水準5%で正のものが 3産業〔繊維製

品，木材・木製品，家具， ε=0.12~O.l 6)，有志水準 10%で正のものが 2産業

〔繊維，窯業 ;ε=0.09~ 日 12) あった。 3 産業(石油・石炭製品，皮製品，輸

送機器， ε=-0.01~ -0.24)では，負値をとったが，いずれも 10%水準では有

意でない。

製造業全体について一括して推計した回帰式は，

ln(Y jL) = -3.21 +0.431n(KjL) +0.141n N +O.Olln POP 
(6.02) (1.5泊 (0.13)

R'=0.59 

となったが， lnNと lnPOPの相関は，RN，pop=u.90 と高かった。。パラメ

ーター， εパラメーターの信頼性が低くなっているのは，このためであると考

えられる。

また，パラメーターの， 20産業について付加価値額でウェイトづけした平均
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平均事業所規模 L!Nを説明必数に加えたとき((3))，前述の 13産業中，

係数がEの値をとるものは 7，負の値をとるものは 6産業であった。 7産業で

はJO%水準で有意の変数となった。 4産業(家具，紙・パルプ，ゴム，精密機

器;7=1.18~1.33) で 1L 残り 3 産業(繊維，衣服，化学 ; r=0.58~0.79) で

負であった。新しい変数の追加によって，Rおよび εの推計量にあたえた変化

は，最高で009ポイントであったが，多〈は大きく変化していない。

製造業全体について一括して推計した回帰式は，

ln(Y!L) = -0.61十0.391n(K!L)+0.291n(L!N) +0.111n N 
(4.50) (1.47) (1.24) 

+O.Ulln POP R'=O.61 
(0.11) 

となったn 平均事業所規楳にかかる係数は10%水準で有意と認められない。ま

た，パラメータ←のIJ口重平均は，r=1.15， 8=0.04，ε=0.08であった。

「地域特化係数J，r都市化係数」を用いた場合(4)について見る。 r地域特

化係数JLOC (対数〕にかかる係数は， 17産業で正であった。有意水準 5%で

正の値をとるものが 6産業(織維，衣服，電気機器，輸送用機器，精密機器，

その他の製造業 ;Cニ0.12~0.24) ，有意水準 10%で正の値をとるものが他に 1

産業(化学;'=0.15) あった。負の値をとる 3産業のうち 2産業(食料品，

木材・木製品 ;C=-0.09~-0.2めでは，有意水準 5% で負の値をとった。

「都市化係数JU (対数)にかかる係数は， 19産業で正であった。うち，有意

水準 5%で正の{直をとるものは14産業 ω=O.20~0.61) あり，他に l 産業〈化

学;叩=0.34) で 10%水準では有意に正の値をとった。 l産業〈石油・右炭製

品;可=-0.02)では係数は負であったが. 10%水準で有意ではない。

製造業全体について一括して推計した回帰式は，

ln(YjL) = -2.05 +0.401n(KjL)十O.221nLOC十O.361nU R'=O.66 
(5.90) (2.45) (4.78) 

となった。 r地域特化係数JLOCにかかる係数 r都市化係数JUにかかる
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係数のい、ずれも有志水準 5%で正己ある。

20産業についての係数の加重平均は， ζ=0.08，マ=0.27であった。

平均事業所規模 L/Nを説明変数につけくわえたとき，有意水準10%で正の

値をとるものほ 7 産業 (γ= 1.17~ r.46) ，有意水準10%で負の値をとるものは 1

産業(化学:7=0.79) であった。 20産業中，正の値をとるものは 11産業， 負

の値をとるものは 6産業であった。

製造業を一括して推計して，回帰式

ln(Y/L) = -4.84 +0.151rr(K/L) +0.261n(L/N) +0.171n(LOC) 
(4.42) (1.49) (1.71) 

十0.321nU R'=0.67 
(4.09) 

を得た。 i地賦特化係数jLOC にかかる係数は10%水準で有意 i都市化係

数jUにかかる係数は 5%水準で有意である。平均事業所規模 L/Nにかかる

係数は10%水準では有意でない。係数の加重平均は， r=1.l4， (=0.06，η= 

0.24であった。

(2]， (3Jの特定化では，一般に地域特化の代理変数Nと都市化の代理変数

POPの相関が高く，このため，多〈の産業では地域特化経済， 都市化経済の

存在を断言できなかった。これに対L.， i地域特化係数jLOC， i都市化係数」

Uを代理変数にもちいた場合，明白な結果を示した。 (4Jでは，地域特化経済

については 9産業，都市化経済については14産業で10~百水準で有志の結呆を得

7こ。

ここで用いた「地域特化係数j，i都市化係数」は，量的な集積を直接表わす

ものではない。地域の産業的特化 (Spe~lali 7. ation) や，都市酌環境の比重と

いった，比率的な指標である。しかし，比率的な代田変数を E行場令でも，地

域特化経済，都市化経済の産業ごとの符号はおおむね変化していない。前述の

13産業について比較すると，係数の符号が変化したのは，都市化についての 2

産業だけであ毛が，そのうち，輸送機器は，量的代理変数を用いたときの説明

変数間の相闘が R以町p=0.79 と高いことが，係数を不安定にしていると考え
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られ，また皮製品では[2J式での係数推計値は ε=-0.01と小さく値も小

さかったo 残り多〈の産業では，量的集積を代理変数にとったときには有意で

なかった集積利益が，比率的な代理変数をとることによって，有意なものとな

ったのである。

VIむすび

はじめに我々は地域特化経済と都市化経済の区別の必要を指摘した。我々の

試みにおいては，規模に関する同次係数は多くの産業で有意に 1をこえること

が示されたが，集積を定義どおり地域内の経済規模の量的な拡大と解する限り，

集積利益の区}jIJは困難であった。これは説明変数閑の近似的共線性によるもの

であり，これを除くため，比率的な代理変数をとったところ，結果は良好であ

った。との方法によって得られる産業別の地域特化経済，都市化経済は，符号

の状態について，量的な代理変数を用いた方法と大差はなし集積利益の存在

を示すものとして十分妥当である。

特徴的な結果としては，食料品製造業及び木材・木製品製造業におい亡負の

地域特化経済が存在する乙と，都市化経済は多くの産業で正であり，有意に負

であるものはないということがあげられる。

本稿により，日本の製造業につて，地域特化経済を考慮した後もなお都市化

経済は存在したことが示された。この都市化経済は，地域経済にとっていかな

る意味をもつものなのか。また，都市化に付随するどのような具休的原因が集

積利益をもたら Lているのか。これらの実証的研究はなお課題として残きれて

ぃz。

-(1986年 4月7日〉

〔付記〉 本研究において資料の管理と計算に京都大学大型計算機セ Yターを

利用した。
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